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事後評価シート

【評価年月】 平成１６年４月

【主管課・室】 環境保健部環境安全課

【評価責任者】 環境安全課長 上家和子

施策名、施策の概要及び予算額

Ⅱ－９－（３） 環境保健に関する調査研究の推進施 策 名

近年様々な環境因子が健康被害をもたらしていると指摘されているが、こ
施策の概要

れらの因果関係は科学的には明らかにされていない。このため、国民的な関

心事となっている次の事項について調査研究を推進する。

①大気汚染と花粉症

②いわゆる化学物質過敏症

③電磁波による健康影響

４７，８４７千円予 算 額

目標・指標、及び目標の達成状況

国民的な関心事となっている大気汚染と花粉症との関係、いわゆる化学物目 標

、 、 。質過敏症 電磁波による健康影響等の諸問題について 調査研究を推進する

○スギ花粉症の発症、悪化への大気汚染物質の関与について究明するため、
達成状況

大気汚染と花粉症との関係について動物実験や疫学調査等の調査研究を進め

た。具体的には、ディーゼル排気のうち特に粒子状成分が花粉症の悪化に関

与しているのではないかとの指摘があることから、ディーゼル排気からガス

状成分のみ取り除き粒子状成分のみを曝露する装置の性能に関する調査を行

った。疫学調査により、スギ花粉症がスギ花粉飛散数の影響を受けることが

明らかとなったが、現在の環境における大気汚染がスギ花粉症を悪化させる

という点に関しては、対象者の小学生の数を増やしたものの前年度と同様の

結果であり、明白な結論は得られなかった。また、平成１２年度に発刊し、

平成１４年度に全面改定を行った花粉症保健指導マニュアルについては、花

粉の飛散データ及び関係省庁の取組等についてホームページ上で随時更新を

行っている。

○いわゆる化学物質過敏症を生じさせるといわれている化学物質による健康

影響の実態を解明するため、動物実験や二重盲検法を用いた疫学調査等の調

査研究を実施した。
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○電磁波による健康影響等の諸問題については、環境を通じた超低周波電磁

波の個人曝露量把握に関する調査研究や文献調査を進めた。

評価、及び今後の課題

【必要性 （公益性、官民の役割分担等）】

○花粉症については、現在国民の１０数％ともいわれていること。

○化学物質過敏症については、シックハウス症候群等の関連から注目されて

いること。

○電磁波については、白血病との関連等について注目されていること。

等、いずれの研究も国民の健康に密接に関わる重要問題であり、公益性が高

く、環境省として取組むべき課題である。評 価

【有効性 （達成された効果等）】

○国民的な関心事となっている環境保健問題である花粉症と大気汚染との関

連、いわゆる化学物質過敏症、電磁波の健康影響について、因果関係解明に

は至らないものの、着実な成果をあげた。

【効率性 （効果とコストとの関係に関する分析等）】

○いずれの研究についても、科学的には未解明なものであり、研究的要素の

強い事業であるが、動物実験及び疫学調査を推進することにより、着実に成

果をあげており、効率的に進めている。

目標に対する総合的な評価><

○国民的な関心事となっている環境保健問題である花粉症と大気汚染との関

連、いわゆる化学物質過敏症、電磁波の健康影響について、因果関係解明に

は至らないものの、着実な成果をあげた。

○大気汚染と花粉症の関係について

・大気汚染と花粉症との関係については、今後、高濃度のディーゼル排気微

粒子（ＤＥＰ）による花粉症悪化メカニズムを解明する上で、花粉症動物実

験モデルの作成、及びＤＥＰ吸入曝露装置の開発に成功した意義は大きい。

また、花粉症保健指導マニュアルについては、関係省庁の取組やＮＰＯ活動

の成果等最新の知見を環境省ホームページ上で更新し、広く一般に向け情報

の提供を行うことで、得られた成果の普及を推進し、高い効果をあげた。

○化学物質過敏症について

・いわゆる化学物質過敏症については、二重盲検法の症例数を増やし、ごく

微量のホルムアルデヒドの曝露と症状の発現との間に関連性は認められなか
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ったという結果を得た。

○電磁波について

・電磁波に関する調査研究では、環境を通じた超低周波電磁波の個人曝露量

把握に向け、基礎的な情報が得られたほか、今後の調査研究に向けての問題

点も明らかになるなどの成果をあげた。

○大気汚染と花粉症の関係について

・因果関係究明に向けて、引き続き動物実験を行いながら、効果的な疫学調

査の手法について検討する。今後の課題

○化学物質過敏症について

・因果関係究明に向けて、引き続き調査方法の改良を行いながら動物実験及

び疫学調査を行う。

○電磁波について

・正確な個人曝露量推定のため、調査方法を改良しつつ調査を行う。

政策への反映の方向性

理由の説明反映方向分類

２ ○各項目共に着実な成果をあげたものの、引き続き調査研究が必要であ

る。
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【別紙】

事務事業シート

Ⅱ－９－（３）環境保健に関する調査研究の推進施 策 名

施策共通の

主な政策手段等

事務事業名 事業の概要 主な政策手段等

環境保健に関する調 ・花粉症対策については、環境

査研究の推進 省、厚生労働省、林野庁、気象

庁からなる「スギ花粉に関する

関係省庁連絡会議」を設けて、

各種対策を実施。

・調査研究結果をホームページ

に掲載するなど、花粉症発症予

防のための普及啓発の実施。

・いわゆる化学物質過敏症につ

いては、動物実験や二重盲検法

を用いた疫学調査を実施。

・超低周波電磁波の個人曝露把

握のための調査研究の実施。


